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２．障害福祉サービス等の見込み量と提供体制の確保 

（１）訪問系サービス 

事業内容 

サービス種類 サービス内容 

居宅介護 居宅において入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯

及び掃除等の家事、生活等に関する相談・助言その他生活

全般にわたる援助を行う。 

重度訪問介護 重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障

害により行動上著しい困難を有する障害者で、常に介護を

必要とする方に、居宅で入浴、排せつ及び食事等の介護、

調理、洗濯及び掃除等の家事並びに外出時における移動中

の介護等を総合的に行う。 

同行援護 視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者等につ

き、外出時において、移動に必要な情報提供、移動の援護

その他外出する際の必要な援助を行う。 

行動援護 知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する

障害者等で、常時介護を有する方につき、危険を回避する

ために必要な援護、外出時の移動中の介護、排せつ、食事

等の介護等行う。 

重度障害者等包括支援 常時介護を要する障害者等につき、居宅介護、重度訪問介

護等や日中活動サービス、短期入所等の複数のサービスを

包括的に行う。 
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サービス見込み量 

サービスの 

種類 
区分 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

居宅介護 

サービス量 ４０，７４２時間 ４２，５１４時間 ４４，４３１時間重度訪問介護

同行援護 

行動援護 

利用人数 １，７４３人 １，８６２人 １，９９３人重度障害者等

包括支援 

※サービス量：各年度の月平均利用時間数（時間／月） 

※利用人数 ：各年度の月平均利用人数（人／月） 

【見込み量の設定】 

・平成２４年度から２６年度（見込み）までのサービス利用実績を基本として、 

実態調査による障害者等のニーズや地域生活への移行を促進するなど、今後の 

サービス利用の増加を勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・必要なサービス提供体制を確保できるよう、サービス提供事業者への働きかけ 

や助言等を行います。 

      ・サービス提供事業者の人材の確保や養成に向けて、国による福祉・介護職員の 

処遇改善の取り組み等に加え、各種研修の実施や各事業者に対する人材養成へ

の支援を行い、サービスの質の向上を図ります。

   ・利用者へのサービス拡充が進むように、国に対し報酬水準の適切な増額につい

て要望します。 

・これらの取り組みにより、居宅介護や重度訪問介護など訪問系サービスの充実 

に努め、地域生活への移行を促進します。 
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（２）日中活動系サービス 

事業内容 

サービス種類 サービス内容 

生活介護 常に介護を必要とする方につき、昼間において、入浴、排せ

つ、食事等の介護、洗濯、掃除等の家事並びに生活等に関す

る相談・助言、創作的活動又は生産活動の機会の提供、身体

機能又は生活能力向上に必要な援助を行う。 

自立訓練（機能訓練） 身体障害者又は難病等対象者につき、自立した日常生活又は

社会生活ができるよう、一定期間、理学療法、作業療法、リ

ハビリテーションなど、身体機能又は生活能力向上のために

必要な訓練等を行う。 

自立訓練（生活訓練） 知的障害又は精神障害を有する障害者につき、入浴、排せつ

及び食事等に関する自立した日常生活を営むために必要な訓

練、生活等に関する相談及び助言等を行う。 

就労移行支援 一般企業等に就労を希望する６５歳未満の障害者で、一定期

間、生産活動、職場体験その他の活動の機会の提供、就労に

必要な知識及び能力向上のために必要な訓練、求職活動の支

援、職場の開拓、就職後の定着支援のための相談等を行う。 

就労継続支援（Ａ型）

     《雇用型》

通常の事業所に雇用されることが困難な障害者に対し、雇用

契約に基づく就労機会の提供、就労に必要な知識、能力の向

上のために必要な訓練その他の必要な支援を行う。 

就労継続支援（Ｂ型）

《非雇用型》

通常の事業所での雇用が困難な障害者で、就労経験のある方、

就労移行支援によっても雇用に至らなかった方等につき、就

労の機会や生産活動等の場の提供、就労に必要な知識、能力

の向上のために必要な訓練その他の必要な支援を行う。

療養介護 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療

養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行う。 

短期入所（福祉型、医療型） 家族などの介護者の理由（疾病、冠婚葬祭、旅行等）により、

施設に短期間の入所を必要とする障害者につき、施設におい

て入浴、排せつ及び食事の介護その他の必要な支援を行う。 
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サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

生活介護 
サービス量 ５１，７６３人日 ５２，７８６人日 ５３，８２８人日

利用人数 ２，７８３人 ２，８３８人 ２，８９４人

自立訓練 

（機能訓練）

サービス量 ２７８人日 ２９９人日 ３２１人日

利用人数 １３人 １４人 １５人

自立訓練 

（生活訓練）

サービス量 ２，８６８人日 ２，９１７人日 ２，９１７人日

利用人数 １７６人 １７９人 １７９人

就労移行支援
サービス量 ７，３５２人日 ８，７１９人日 １０，０８５人日

利用人数 ４２５人 ５０４人 ５８３人

就労継続支援

（Ａ型） 

サービス量 １７，９９２人日 ２０，４４０人日 ２３，８６８人日

利用人数 ８８２人 １，００２人 １，１７０人

就労継続支援

（Ｂ型） 

サービス量 ３５，７１６人日 ３８，６７１人日 ４２，４５３人日

利用人数 １，８１３人 １，９６３人 ２，１５５人

療養介護 利用人数 ２８１人 ２８１人 ２８１人

短期入所 

（福祉型、医療型）

サービス量 ２，４４９人日 ２，７１５人日 ３，０１５人日

利用人数 ３４５人 ３７２人 ４０２人

※サービス量：各年度の月平均利用日数（月平均利用人数 

×一人当たりの月平均利用日数） 

※利用人数 ：各年度の月平均利用人数（人／月） 

【見込み量の設定】 

・平成２４年度から２６年度（見込み）までのサービス利用実績を基本として、 

実態調査による障害者等のニーズや地域生活への移行を促進するなど、今後の 

サービス利用の増加を勘案し、見込み量を設定しました。 
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提供体制を確保するための方策 

・障害者の地域生活への移行促進や社会参加の推進を図るため、北九州ＮＵＫＵ 

ＭＯＲＩ（ぬくもり）プロジェクトを継続して実施し、就労支援事業所等の支援

に努めます。 

・障害者のニーズが高い短期入所の設置促進及び支援の充実等に取り組みます。

・必要なサービス提供体制を確保できるよう、サービス提供事業者への働きかけ 

や助言等を行います。 

・サービス提供事業者の人材の確保や養成に向けて、国による福祉・介護職員の 

処遇改善の取り組み等に加え、各種研修の実施や各事業者に対する人材養成へ

の支援を行い、サービスの質の向上を図ります。

・利用者へのサービス拡充が進むように、国に対し報酬水準の適切な増額につい 

て要望します。

・これらの取り組みにより、障害者の日中の活動の場を広げ、充実した地域生活 

が送れるよう支援します。 

（３）居住系サービス 

事業内容 

サービス種類 サービス内容 

共同生活援助 

（グループホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ

又は食事の介護や日常生活の援助を行う。 

施設入所支援 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴・排せつ・食事の

介護等を行う。 
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サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

共同生活援助
利用人数 

９２８人 １，００４人 １，０８６人

施設入所支援 １，４１３人 １，３９９人 １，３８３人

※利用人数 ：各年度の月平均利用人数（人／月） 

【見込み量の設定】 

・共同生活援助（グループホーム）については、平成２４年度から２６年度 

（見込み）までのサービス利用実績を基本として、実態調査による障害者等の 

ニーズや地域生活への移行を促進するなど、今後のサービス利用の増加を勘案 

し、見込み量を設定しました。 

   ・施設入所支援については、地域生活への移行が推進することに伴い、サービス 

利用の減少を勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・障害者のニーズが高いグループホームの設置や継続的な利用の促進等に取り組 

みます。 

   ・サービス提供事業者の人材の確保や養成に向けて、国による福祉・介護職員の 

処遇改善の取り組み等に加え、各種研修の実施や各事業者に対する人材養成へ

の支援を行い、サービスの質の向上を図ります。 

   ・利用者へのサービス拡充が進むように、国に対し報酬水準の適切な増額、職員

配置基準等の改善について要望します。 

   ・また、市独自予算によるグループホームを開設の際の備品購入費等の助成事業 

を継続して実施し、施設入所者の減員・地域生活への移行を促進します。 

   ・施設入所支援については、障害者本人の重度化や家族等の高齢化などにより、 

真に入所での支援が必要な方に対して、円滑に利用できるように支援します。
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（４）児童福祉法に基づく障害児支援等の体制整備 

事業内容 

サービス種類 サービス内容 

児童発達支援 児童への日常生活における基本的動作の指導、集団生活 

への適応訓練、その他必要な支援を行う。 

放課後等デイサービス 授業終了後又は夏休み等の休業日に、生活能力向上のため

の必要な訓練、その他支援を行う。 

保育所等訪問支援 保育所等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童 

との集団生活の適応のための専門的な支援その他必要な 

支援を行う。 

福祉型障害児入所支援 福祉型障害児入所施設に入所し、日常生活における指導や

支援などを行う。 

医療型障害児入所支援 医療型障害児入所施設又は、指定発達支援医療機関に入所

し、日常生活における指導や介護及び治療などを行う。 

サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

児童発達支援 サービス量 ７，６４２人日 ８，１４０人日 ８，４６７人日

利用人数 ５５３人 ６００人 ６２１人

放課後等 

デイサービス

サービス量 １３，１０５人日 １５，５７１人日 １７，８３７人日

利用人数 １，１２７人 １，３１６人 １，４８２人

保育所等 

訪問支援 

サービス量 １９６人日 ２２５人日 ２５９人日

利用人数 １４２人 １４２人 １４２人

福祉型障害児

入所支援 
利用人数 ７８人 ８０人 ８４人

医療型障害児

入所支援 
利用人数 ２７人 ２７人 ２７人

※サービス量：各年度の月平均利用日数（月平均利用人数 

×一人当たりの月平均利用日数） 

※利用人数 ：各年度の月平均利用人数 
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【見込み量の設定】 

・各事業とも、平成２４年度から２６年度（見込み）までのサービス利用実績を 

基本として、実態調査による障害者等のニーズや障害児保育該当児童数や特別 

支援教育を受けている障害児数等を勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・障害児のニーズが高い放課後等デイサービスをはじめ、必要なサービス提供 

体制を確保できるよう、サービス提供事業者への働きかけや助言等を行います。 

・サービス提供事業者の人材の確保や養成に向けて、国による福祉・介護職員の 

処遇改善の取り組み等に加え、各種研修の実施や各事業者に対する人材養成へ

の支援を行い、サービスの質の向上を図ります。 

・これらの取り組みにより、発達障害児を含め、増加する障害児やその家族に対 

する支援を行います。 

   ・また、利用者へのサービス拡充が進むように、国に対し報酬水準の適切な増額、

職員配置基準等の改善について要望します。 
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（５）相談支援（計画相談支援、地域相談支援） 

事業内容 

 相談支援は、「計画相談支援」と「地域相談支援」に大別され、「計画相談支援」は、 

障害福祉サービスの利用にあたって、支給前にサービス等利用計画を作成する「サー 

ビス利用支援」と、支給決定後のサービス等利用計画の見直しを支援する「継続サー 

ビス利用支援」を行います。 

  また、「地域相談支援」は、施設入所者や精神科病院へ入院中の障害者等が地域移行 

 する際に、居住の確保や地域生活に移行するための相談支援を行う「地域移行支援」 

と、地域へ移行した後に単身等で生活するにあたり、地域生活の不安などを理由とし 

て、見守り訪問や緊急時の対応を行う「地域定着支援」の２つの支援があります。 

サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画相談支援

利用人数 

８，６５７人 ８，９９１人 ９，３９４人

地域移行支援 ２４人 ２６人 ３０人

地域定着支援 ８５人 ９２人 １００人

※利用人数 ：各年度の計画策定人数（人／年） 

【見込み量の設定】 

・計画相談支援については、現在の利用状況から見込まれる増加分を勘案して、 

障害福祉サービス及び地域相談支援の利用者すべてを対象として見込み量を 

設定しました。 

・地域移行支援及び地域定着支援については、現在の利用状況から見込まれる増 

加分と、今後地域移行を促進していくことによる増加分を勘案し、見込み量を 

設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・障害福祉サービス事業所を対象とした集団指導等の場において、サービス等利 

用計画の重要性などを説明するなど、「相談支援事業所」の設置に向けた働き 

かけや助言等を行います。 

・「相談支援事業所」を対象とした自立支援協議会によるケアマネジメント研修 

会や、指定相談支援事業者連絡会議等を通じて、「相談支援専門員」の資質の向 

上を図りながら、適切な「計画相談支援」等を実施するための体制づくりを進 

めていきます。 
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（６）障害児相談支援 

事業内容 

障害児相談支援は、障害児通所支援の利用にあたって、支給前に障害児支援利用 

計画を作成する「障害児支援利用援助」と、支給決定後の障害児支援利用計画の見直 

しを支援する「継続障害児支援利用援助」を行います。 

サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

障害児 

相談支援 
利用人数 １，５７８人 １，８１１人 １，９８１人

※利用人数 ：各年度の計画策定人数（人／年） 

【見込み量の設定】 

・現在の利用状況から見込まれる増加分を勘案して、障害児通所支援の利用者

すべてを対象として見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・障害福祉サービス事業所を対象とした集団指導等の場において、サービス等利 

用計画の重要性などを説明するなど、「相談支援事業所」の設置に向けた働き 

かけや助言等を行います。 

・「相談支援事業所」を対象とした自立支援協議会によるケアマネージメント研修 

会や、指定相談支援事業者連絡会議等を通じて、「相談支援専門員」の資質の向 

上を図りながら、適切な「障害児相談支援」を実施するための体制づくりを進 

めていきます。
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（７）地域生活支援事業 

①相談支援事業 

事業内容 

サービス種類 サービス内容 

相談支援事業  

基幹相談支援センタ

ー等機能強化事業 

（障害者基幹相談 

支援センター） 

障害者基幹相談支援センターにおいて、よろず相談窓口と

して家庭訪問を含む相談支援を行うとともに、併せて障害

者虐待防止センターの機能を持たせて、虐待に関する通報

の受理や養護者等への指導、啓発などを行います。 

住宅入居等支援事業 

（居住サポート事業）

入居支援として、不動産業者に対する物件斡旋依頼、家主

等との入居契約手続きの支援、市と協定を締結した家賃保

証事業者の斡旋、及び保証委託契約についての支援を行い

ます。 

成年後見制度利用 

支援事業 

障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用す

ることが有用であると認められる知的障害者又は精神障害

者に対し、成年後見制度の利用を支援します。 

成年後見制度 

法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことがで

きる法人に、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を

支援します。 

サービス見込み量 

サービス種類 区分 27年度 28年度 29年度 

相談支援事業     

 障害者相談支援事業 

（障害者基幹相談支援 

センター） 

箇所数 １箇所 １箇所 １箇所

有無 有 有 有 

 基幹相談支援センター等 

機能強化事業 
有無 有 有 有 

 住宅入居等支援事業 

（居住サポート事業） 
有無 有 有 有 

成年後見制度利用支援事業 利用人数 １２人 １３人 １４人

成年後見制度法人後見支援事業 有無 有 有 有 
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【見込み量の設定】 

・成年後見制度利用支援事業については、現在の利用状況から見込まれる増加分 

を勘案して、見込み量を設定しました。 

・その他の事業等については、引き続きサービスを実施します。 

提供体制を確保するための方策 

・相談支援事業については、障害者の専門相談を行う「障害者基幹相談支援セン 

ター」、障害者虐待通報・相談を受け付ける「障害者虐待防止センター」、居住 

に関する相談支援を実施している「障害者居住サポート事業」の３つの機能を 

統合し、障害者の生活支援のワンストップ化を進めています。 

・今後も引き続き、この３つの機能を効果的に活用しながら、相談員の人材の 

確保や養成を進め、サービスの質の向上を図ります。 

・これらの取り組みにより、障害者が安心して相談でき、相談事案に対して適切 

な支援ができるよう取り組みます。 

・成年後見制度については、障害者本人の重度化や家族等の高齢化などにより、 

利用の増加が想定されることから、障害者本人の市長申立て事務の効率化、 

制度の周知等に取り組みます。 

②発達障害者支援センター運営事業 

事業内容 

サービス種類 サービス内容 

発達障害者支援センター 

運営事業 

発達障害児者に対する支援を総合的に行う拠点として、

当事者及び家族からの相談に応じます。適正な指導又は

助言を行うとともに、関係施設と連携して、当事者及び

家族への支援を行います。あわせて、発達障害について

普及・啓発や、支援者等の専門性を高めることを目的と

した研修を行います。 
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サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

発達障害者 

支援センター

箇所数 ２箇所 ２箇所 ２箇所

利用人数 １，２６０人 １，４１５人 １，５９０人

※利用人数 ：各年度の利用人数（人／年） 

【見込み量の設定】 

・平成２４年度から２６年度（見込み）までの相談等の利用実績及び箇所数を 

基本として、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・発達障害児者の支援については、「発達障害者支援センター つばさ」を中心に 

 発達障害児者本人やその家族、支援者等への相談支援・発達支援・就労支援等 

様々な取り組みを推進しています。 

・これらの事業のほか、発達障害に関する研修やイベント、「発達障害者支援セン 

ター つばさ」の周知(ＰＲ)などを行うことで、早期発見・早期支援に取り組 

みます。 

・また、相談員等の人材養成等を進め、サービスの質の向上を図ります。 

・これらの取り組みにより、障害者が安心して相談でき、相談事案に対して適切 

な支援ができるよう取り組みます。 

   ・また、西部分所においても、保護者への支援等の取り組みにさらに力を入れ、 

支援機能の充実・強化を図ります。 
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③障害児等療育支援事業 

事業内容 

サービス種類 サービス内容 

療育等支援施設事業  

訪問療育 

指導事業 

訪問相談 
支援施設の職員が、相談・指導を希望する在宅障害児の

家庭を訪問し、個別又は集団による相談・指導を行う。

健康診査 

支援施設の職員が、医療機関における健康診査を受ける

ことが困難な障害児の家庭を訪問し、健康診査を実施する

ほか相談・指導を行う。 

外来療育指導事業 
支援施設の職員が、外来の方法により在宅の障害児及び家族

に対して相談・指導を行う。 

施設一般指導事業 

支援施設の職員が、障害児保育を行う保育所及び障害児の

通う学校等を訪問し、当該施設の職員に対して相談・指導

を行う。 

療育拠点施設事業  

施設専門指導事業 
療育支援の拠点となる施設の職員が、より専門的な技術、

知識から支援施設に対して相談・指導等を行う。 

専門療育指導事業 

療育支援の拠点となる施設の職員が障害児施設、保育所、

幼稚園、学校、医療機関等から紹介を受けた困難事例に

対して、より専門的な立場から相談・指導等を行う。 

サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

障害児等 

療育支援事業
箇所数 ７箇所 ７箇所 ７箇所

【見込み量の設定】 

・本事業は、現在事業を行っている施設でのみ、引き続き実施することとして、 

見込み量を設定しました。 
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提供体制を確保するための方策 

・引き続き、専門性のある障害児入所施設及び児童発達支援センターにおいて、 

在宅障害児への地域支援を行うことで、保護者が安心して相談し、事案に対し 

て適切な支援が受けられるよう、取り組みます。 

④地域活動支援センター 

事業内容 

障害のある人に創作的活動又は生産活動の機会を提供し、社会との交流の促進等を 

行う施設です。 

サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

地域活動支援

センター 
箇所数 １０箇所 １０箇所 １０箇所

【見込み量の設定】 

・平成２４年度から２６年度（見込み）までの市内の設置数の実績を基本として、 

見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・小規模共同作業所の運営状況を把握しながら、より安定した支援が可能な地域 

活動支援センターへの移行を支援します。

⑤福祉ホーム 

事業内容 

現に住居を求めている障害者に対し、低額な料金で、居室その他の設備を利用させ 

るとともに、日常生活に必要な便宜の提供を適切かつ効果的に行う施設です。 
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サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

福祉ホーム 利用人数 ２０人 ２０人 ２０人

【見込み量の設定】 

・平成２４年度から２６年度（見込み）までの利用実績を基本として、見込み量 

を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・現行水準を確保しつつ、今後も継続的に実施します。 

⑥日常生活用具給付等事業 

事業内容 

日常生活を営むのに支障のある在宅の障害のある人に対し、下記の用具を給付又は 

貸与します。 

サービス種別 サービス内容 

介護・訓練支援用具 特殊寝台や特殊マットなど、障害者の身体介護を支援する

用具並びに障害児が訓練に用いるいす等を給付します。 

自立生活支援用具 入浴補助用具や聴覚障害者用屋内信号装置など、障害者等

の入浴、食事、移動などの自立生活を支援する用具を給付

します。 

在宅療養等支援用具 電気式たん吸引器や盲人用体温計など、障害者等の在宅

療養等を支援する用具を給付します。 

情報・意思疎通 

支援用具 

点字器や人工喉頭など、障害者等の情報収集や情報伝達、

意思疎通等を支援する用具を給付します。 

排泄管理支援用具 ストーマ装具など、障害者等の排泄管理を支援する用具

及び衛生用品を支給します。 

住宅改修費 障害者の居宅における円滑な生活動作等を図るため、既存

住宅の改修を行う際に費用の一部を助成します。 
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サービス見込み量 

※給付又は貸与件数：各年度の年間件数

【見込み量の設定】 

・各用具等について、平成２４年度から２６年度（見込み）までの給付等の実績 

 を基本として、実態調査による障害者等のニーズ等を勘案し、見込み量を設定 

しました。 

提供体制を確保するための方策 

・ニーズの高いものや新しく開発された機器等、必要に応じて品目の見直しを 

検討していくとともに、ホームページ等での事業の周知を通じて、更なるサー 

ビス提供事業者の確保を図り、より利用しやすい環境づくりに努めます。 

サービス種類 区分 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

介護・訓練 

支援用具 

給付又は 

貸与件数 

１３５件 １４９件 １６４件

自立生活 

支援用具 
４６５件 ４８６件 ５０７件

在宅療養等 

支援用具 
３５８件 ３６６件 ３７４件

情報・意思 

疎通支援用具 
３８０件 ３９５件 ４１０件

排泄管理 

支援用具 
１０，９９９件 １１，２２０件 １１，４４６件

住宅改修費 ３８件 ３９件 ４０件
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⑦移動支援事業 

事業内容 

屋外での移動に困難がある重度障害のある人について、外出のための支援を行う 

ことにより、社会生活上必要不可欠な外出や余暇活動等の社会参加の推進を図ります。 

サービス見込み量 

※サービス量：各年度の延べ利用時間 

※利用人数 ：各年度の月平均利用人数 

【見込み量の設定】 

・平成２４年度から２６年度（見込み）までの実績を基本として、実態調査に 

よる障害者等のニーズ等を勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・ホームページ等での事業の周知を通じて、更なるサービス提供事業者の確保を 

図り、より利用しやすい環境づくりに努めます。 

⑧日中一時支援事業（日帰りショートステイ事業） 

事業内容 

保護者の疾病、冠婚葬祭、旅行等の理由により家庭において介護できない場合に、 

一時的に障害者支援施設等において障害者・児の日中の活動の場を確保し、保護者の 

就労支援と介護負担の軽減を図ります。 

サービス種類 区分 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

移動支援事業
サービス量 ８８，５０４時間 ８９，７５８時間 ９１，０３４時間

利用人数 ５６９人 ５７３人 ５７７人
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サービス見込み量 

※サービス量：各年度の延べ利用回数 

※利用人数 ：各年度の月平均利用人数 

【見込み量の設定】 

・平成２４年度から２６年度（見込み）までの実績を基本として、実態調査に 

よる障害者等のニーズ等を勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・ホームページ等での事業の周知を通じて、更なるサービス提供事業者の確保を 

図り、より利用しやすい環境づくりに努めます。 

⑨自動車運転免許取得・改造助成事業 

事業内容 

自動車教習や自動車改造に要する費用の一部の助成を行うことにより、障害者の 

社会復帰及び雇用の促進を図ります。 

サービス見込み量 

※サービス量：各年度の延べ利用回数 

【見込み量の設定】 

・平成２４年度から２６年度（見込み）までの実績を基本として、実態調査に 

よる障害者等のニーズ等を勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・ホームページ等を通じて、更なる事業の周知を図ります。

サービス種類 区分 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

日中一時支援
サービス量 ６，１７３回 ６，２８２回 ６，３９５回

利用人数 １４８人 １５０人 １５２人

サービス種類 区分 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

運転免許 

取得助成 サービス量
２２件 ２３件 ２４件

改造助成 ２４件 ２５件 ２６件



49 

⑩意思疎通支援事業 

⑩－１ 手話通訳者派遣事業

事業内容 

聴覚障害者等が、社会生活上必要な外出に際してコミュニケーションを援助する者 

 がいない場合に、手話通訳者を派遣し、意志伝達の手段を確保することにより、社会 

参加の推進を図ります。 

サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

手話通訳者 

派遣事業 
派遣件数 ３，７２１件 ３，９０７件 ４，１０２件

【見込み量の設定】 

・平成２４年度から２６年度（見込み）までの利用実績を基本として、障害者 

差別解消法の施行に伴う「合理的な配慮の提供」の観点から、会議、講演会等 

への派遣件数の増加を勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・本派遣制度を担う聴覚障害者情報センター（西部障害者福祉会館内）が中心 

となり、聴覚障害者団体等と連携を図りながら、本制度の積極的なＰＲを通じ、 

利用促進を図ります。 

・また、障害者差別解消法の普及啓発を図る中で、情報発信していきます。 

⑩意思疎通支援事業 

⑩－２ 要約筆記者派遣事業

事業内容 

難聴者・中途失聴者が社会生活を営む上で必要不可欠な会合に出席するなどの場合 

に、円滑に意思の疎通が行われるよう「要約筆記者（奉仕員）」を派遣し、聴覚障害者 

の福祉の増進を図ります。 
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サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

要約筆記者 

派遣事業 
派遣件数 ２４０件 ２５２件 ２６５件

【見込み量の設定】 

・平成２４年度から２６年度（見込み）までの利用実績を基本として、障害者 

差別解消法の施行に伴う「合理的な配慮の提供」の観点から、会議、講演会等 

への派遣件数の増加を勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・本派遣制度を担う視聴覚障害者情報センター（東部障害者福祉会館内）が中心 

となり、聴覚障害者団体等と連携を図りながら、本制度の積極的なＰＲを通じ、 

利用促進を図ります。 

・また、障害者差別解消法の普及啓発を図る中で、情報発信していきます。 

⑩意思疎通支援事業 

⑩－３ 盲ろう者通訳・ガイドヘルパー派遣事業

事業内容 

盲ろう者のコミュニケーション及び外出に対しての支援を行い、盲ろう者の社会 

参加の推進を図ります。

サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

盲ろう者通訳

ガイドヘルパ

ー派遣事業 

派遣件数 １３８件 １４５件 １５２件
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【見込み量の設定】 

・平成２４年度から２６年度（見込み）までの利用実績を基本として、障害者 

差別解消法の施行に伴う「合理的な配慮の提供」の観点から、会議、講演会等 

への派遣件数の増加を勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・本派遣制度を担う聴覚障害者情報センター（西部障害者福祉会館内）が中心 

となり、聴覚障害者団体、視覚障害者団体等と連携を図りながら、本制度の 

積極的なＰＲを通じ、利用促進を図ります。 

・また、障害者差別解消法の普及啓発を図る中で、情報発信していきます。 

⑪スポーツレクリエーション教室開催等事業 

⑪－１ 障害者スポーツ大会

事業内容 

スポーツを通じて障害のある人の体力の維持・向上や、機能回復を図り、社会参加 

を促進するため、北九州市障害者スポーツ大会を開催します。 

サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

障害者 

スポーツ大会
参加人数 ５５５人 ５８３人 ６１２人

【見込み量の設定】

・平成２４年度から２６年度までの参加実績を基本として、見込み量を設定しまし

た。 

提供体制を確保するための方策 

・本大会の運営を担う「北九州市障害者スポーツ協会」を中心に、関係団体と 

連携を図り、広くＰＲしながら参加者の拡大を図ります。 

   ・また、大会参加資格の拡大を検討し、参加者数の拡大を目指します。
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⑪スポーツレクリエーション教室開催等事業 

⑪－２ 障害者スポーツ教室

事業内容 

スポーツを通じて障害のある人の体力の維持・向上や、機能回復を図り、社会参加 

を促進するため、巡回スポーツ・水泳教室などを行います。 

サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

障害者 

スポーツ教室
箇所数 １７箇所 １８箇所 １９箇所

【見込み量の設定】

・平成２４年度から２６年度までの実施箇所数を基本として、実態調査による 

障害者等のニーズ等を勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・毎年度実施している、市内の施設・作業所（約 200 箇所）への意向調査を継続 

し、利用者のニーズを反映した教室を運営するとともに、必要に応じて実施 

箇所の拡大を検討します。
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⑫奉仕員養成研修 

⑫－１ 点訳奉仕員養成事業 

事業内容 

点字図書等を作成する点訳奉仕員を養成し、視覚障害者の福祉の増進を図ります。 

なお、養成研修は２ヵ年（２年目はフォローアップ研修）で実施しています。

サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

点訳奉仕員 

養成事業 
養成人数 １７人 （１７人） １８人

【見込み量の設定】

・これまでの養成研修修了者の実績を基本として、障害者差別解消法の施行に 

 伴う「合理的な配慮の提供」の観点から、資料等の点訳にかかるニーズが高ま 

ることを勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・本事業を担う点字図書館（西部障害者福祉会館内）が中心となり、関係団体等 

と連携を図りながら、点訳奉仕員の役割を広くＰＲし、見込み量の確保を図り 

ます。 

・また、障害者差別解消法の普及啓発を図る中で、情報発信していきます。 

⑫奉仕員養成研修 

⑫－２ 朗読奉仕員養成事業 

事業内容 

録音図書等を作成する朗読奉仕員を養成し、視覚障害者の福祉の増進を図ります。 

なお、養成研修は２ヵ年（２年目はフォローアップ研修）で実施しています。
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サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

朗読奉仕員 

養成事業 
養成人数 １０人 （１０人） １１人

【見込み量の設定】

・これまでの養成研修修了者の実績を基本として、障害者差別解消法の施行に 

 伴う「合理的な配慮の提供」の観点から、音訳図書の充実等のニーズが高まる 

ことを勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・本事業を担う点字図書館（西部障害者福祉会館内）が中心となり、関係団体等 

と連携を図りながら、朗読奉仕員の役割を広くＰＲし、見込み量の確保を図り 

ます。 

・また、障害者差別解消法の普及啓発を図る中で、情報発信していきます。 

⑫奉仕員養成研修 

⑫－３ 手話奉仕員養成事業 

事業内容 

聴覚障害者等のコミュニケーションを援助する手話奉仕員を養成し、聴覚障害者等 

 の福祉の増進を図ります。 

サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

手話奉仕員 

養成事業 
養成人数 ７６人 ８０人 ８４人
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【見込み量の設定】

・これまでの養成研修修了者の実績を基本として、障害者差別解消法の施行に 

 伴う「合理的な配慮の提供」の観点から、手話奉仕員のニーズが高まること 

を勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・本事業の委託先である聴覚障害者団体を中心として、関係機関・団体等と連携 

を図りながら、手話奉仕員の役割を広くＰＲし、見込み量の確保を図ります。 

・また、障害者差別解消法の普及啓発を図る中で、情報発信していきます。 

⑫奉仕員養成研修 

⑫－４ 手話通訳者養成事業 

事業内容 

聴覚障害者等のコミュニケーションを援助する手話通訳者を養成し、聴覚障害者の 

福祉の増進を図ります。 

サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

手話通訳者 

養成事業 
養成人数 ８人 ９人 １０人

【見込み量の設定】

・これまでの養成研修修了者の実績を基本として、障害者差別解消法の施行に 

 伴う「合理的な配慮の提供」の観点から、手話通訳者のニーズが高まること 

を勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・本事業の委託先である聴覚障害者団体を中心として、関係機関・団体等と連携 

を図りながら、手話通訳者の役割を広くＰＲし、見込み量の確保を図ります。 

・また、障害者差別解消法の普及啓発を図る中で、情報発信していきます。 
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⑫奉仕員養成研修 

⑫－５ 要約筆記者養成事業 

事業内容 

裁判員制度の発足などにより、要約筆記についても高い専門性をもった人材の確保 

 が求められことから、従前の「要約筆記奉仕員」の養成に替え、平成２４年度から 

２年サイクルで「要約筆記者」の養成し、聴覚障害者の福祉の増進を図ります。 

サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

要約筆記者 

養成事業 
養成人数 １６人 （１６人） １７人

【見込み量の設定】

・これまでの養成研修修了者の実績を基本として、障害者差別解消法の施行に 

 伴う「合理的な配慮の提供」の観点から、要約筆記者のニーズが高まること 

を勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・本事業を実施する視聴覚障害者情報センター（東部障害者福祉会館内）が中心 

となり、関係機関・団体等と連携を図りながら、要約筆記者の役割を広くＰＲ 

し、見込み量の確保を図ります。 

・また、障害者差別解消法の普及啓発を図る中で、情報発信していきます。 

⑫奉仕員養成研修 

⑫－６ 盲ろう者通訳・ガイドヘルパー養成事業 

事業内容 

 一人で外出することが困難な盲ろう者が、社会参加等による外出の際に、移動及び 

意思疎通支援のために、盲ろう者通訳・ガイドヘルパーを育成します。 

なお、養成研修は２ヵ年（２年目はフォローアップ研修）で実施しています。 
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サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

盲ろう者通訳

・ガイドヘル

パー養成事業

養成人数 １４人 （１４人） １５人

【見込み量の設定】

・これまでの養成研修修了者の実績を基本として、障害者差別解消法の施行に 

 伴う「合理的な配慮の提供」の観点から、盲ろう者への支援ニーズが高まる 

ことを勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・本事業を実施する聴覚障害者情報センター（西部障害者福祉会館内）が中心と 

なり、関係機関・団体等と連携を図りながら、盲ろう者に対する通訳やガイド 

ヘルパーの役割を広くＰＲし、見込み量の確保を図ります。 

・また、障害者差別解消法の普及啓発を図る中で、情報発信していきます。 

⑫奉仕員養成研修 

⑫－７ パソコンサポーター養成・派遣事業 

事業内容 

障害者福祉に理解と熱意を有する人を対象に、パソコンやその周辺機器の使用に 

関する支援方法の講座などを開催し、障害者パソコンサポーターとして養成します。

また、支援を必要とする障害のある人に対し、その求めに応じてパソコンサポータ 

ーを派遣します。 
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サービス見込み量 

サービス種類 区分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

パソコンサポ

ーター養成・

派遣事業 

養成人数 ８人 ９人 １０人

【見込み量の設定】

・これまでの養成研修修了者の実績を基本として、障害者差別解消法の施行に 

 伴う「合理的な配慮の提供」の観点から、情報保障に関するニーズが高まる 

ことを勘案し、見込み量を設定しました。 

提供体制を確保するための方策 

・本業務の委託先が有する障害当事者、障害者団体とのネットワークを活用して、 

その役割を広くＰＲし、見込み量の確保を図ります。 

・また、障害者差別解消法の普及啓発を図る中で、情報発信していきます。 
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３ ＰＤＣＡサイクルの実施 

１．成果目標及び活動指標については、１年に１回その実績を把握し、本計画の施策  

  や関連施策の動向を踏まえ、第４期障害福祉計画の中間評価として、分析・評価を

行うものとします。 

２．１．を行うに際しては、あらかじめ、北九州市障害者施策推進協議会、北九州市障

害者自立支援協議会に報告し、その意見を聴くとともに、結果を公表します。 

３．１．２を踏まえて、必要に応じて障害福祉計画の変更や見直し等の措置を行うこと

とします。 

計画（ＰＬＡＮ） 

■基本指針に即して成果目標及び活動

指標を設定するとともに、障害福祉サー

ビスの見込量の設定やその他確保方策

等を定めます。 

実行（Ｄｏ） 

■成果目標及び活動指標について、１年に１回その実績を把握し、

本計画の施策や関連施策の動向を踏まえ第４期障害福祉計画の中

間評価として、分析・評価を行います。また、その結果については、

公表します。 

改善（Ａｃｔ） 

■中間評価等の結果を踏まえ、必要がある

と認めるときは、障害福祉計画の変更や事

業の見直し等を実施します。 

評価（Ｃｈｅｃｋ）

■計画の内容を踏まえ、事業を実施しま

す。 

ＰＤＣＡサイクル 


